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要約：なぜ学生は厳しい就職活動を行っているのだろうか。日本企業が抱える社内失
業者や 65 歳迄の雇用確保等が企業の経営を圧迫していることや、日中間の領土問題
なども企業経営活動に影響し、それらが企業の採用活動と大学生の就職活動に影響し
ている。世界の若者の雇用状況と同様に、日本の若者は大学卒であっても生産性の低
い臨時職やパートタイム職についている。４年制私立大学は、私立大学の約２校に１
校が定員未充足校となっていること、さらに、私立大学入学者の約半数は、推薦入試
や AO 入試など実質的に学科試験なしで入学しており、このことが大学教育の質の低
下の原因になっているとも言われている。つまり、大学生の雇用状況を考える時、学
生数の増大による、入学試験の多様化が質の低下をうみ、さらに企業自身が抱える社
内の余剰人員や 65 歳迄の雇用確保等が関連しているといえよう。 
キーワード：世界の若年雇用、電機メーカー、大学全入時代、推薦入試 
 
Abstract: This paper examines why Japanese college students have a hard time 
getting a job before they graduate.  Recently, corporations in Japan have been 
facing a severe worldwide depression in business and have a surplus of in-house 
employees.  In spite of this, the Japanese government has required corporations to 
extend the retirement age to 65.  On the other hand, only 50% of private universities 
in Japan fill their admission’s quota, with around 50% of freshmen students currently 
admitted through high-school recommendations alone.  Analyzing and synthesizing 
those factors, the author will argue that the issue of job-hunting for new graduates 
should be discussed not only in terms of companies’ circumstances but also in terms 
of students’ academic abilities. 
Keywords: youth employment in the world, electronics company, free college 
admissions, recommendation entrance examination 
 
１．はじめに 
 
 内閣府は毎年末に日本経済の現状と課題をまとめた報告書『日本経済』を公表している
のだが、2012年12月21日に公表された『日本経済2011-2012』では、第１章に東日本大震災
と海外情勢により急変動した日本経済として景気の現状を、第２章では震災からの復興と
して被災地の状況を、第３章では金融市場の国際連動性と財政リスク顕在化として、リー
マンショック後の国際金融市場の連動性を分析している。失われた20年と言われている経
済状況の中で、いぜんとして、日本国内の雇用状況は良くならない。学生にとっての最大
の関心事は１年の入学時から就職が出来るかどうかの不安を抱えており、彼らの悩みは深
い。なかには就職活動中に内定が取れずに学生が自殺してしまうケースも出ているほどだ。
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今や殆どの大学で、入学時から様々な就職活動支援を行っており、３年生になれば、キャ
リア支援センターの職員と教員とが共同して企業の採用情報の提供や個人面接を行い、実
践を考えた模擬面接やエントリーシートの書き方指導等を繰り返し行い、学生の不安を取
り除き、就職活動に挫折しないために大学をあげて支援しているのが現状だ。 
 そこで、小稿では、大学生の就職問題が様々な論点で議論がなされている中で、４年制
私立大学に焦点をあて、日本企業の雇用の現状と大学生の進学率・進学状況、入学志願動
向、入試方法から大学生の就職問題との関連について考察する。始めに、世界の若者の雇
用状況を整理し、日本企業の雇用の現状も整理する。次いで、世界と日本の若者の雇用状
況との比較をし、さらに、厚生労働省が発表した『若年者雇用の現状・対策について』か
ら新規大学卒業者の就職状況をみてみたい。 
 
２．世界の若者の雇用状況と日本企業の雇用の現状 
 
世界の若者の雇用状況 
 世界の雇用状況を国際労働機構（International Labor Organization）の報告書から整理して
みよう。2012 年５月 17〜18 日のメキシコのグアダラハラ市で開かれた主要 20 カ国・地域
（G20）の労働・雇用大臣会合に向けて、ILO と経済協力機構は５月 16 日に共同報告書を
発表したi。2011 年後半に複数の主要経済諸国で見られた大幅な景気減速は多くのＧ20 諸国
で労働市場に多大な負担をかけたとして、1.5％の現在の雇用成長率が続けば、2008 年の金
融・経済危機開始以来Ｇ20 諸国で蓄積された 2,100 万人分近い仕事不足を解消することは
不可能であると警告しており、年長の人々より２～３倍は高い若者の失業率を示し、長引
く危機が若者の高失業と長期失業の増大という形で構造的な課題を増大させている現状を
指摘している。2012 年５月 30 日に開幕した 101 回 ILO 総会では、若者の未曾有の雇用危機
を含む経済・仕事に関わる世界的な危機によって引き起こされる課題に世界が直面してい
るとして、総会の主要議題の１つに若者の雇用危機（一般討議）、つまり若者の失業問題が
取り上げられている。『Global Employment Trends for Youth（世界の雇用情勢－若者編・英語）』
2012 年版iiによれば、今年、世界全体で若者労働力（15～24 歳）の 12.7％に相当する 7,500
万人近い若者失業者が発生すると予測している。これは 2009 年のピーク時（12.6％）から
ほとんど変わっておらず、2007 年比で 400 万人近い失業者数の増加に当たることを示して
いる。また、職探しをあきらめたり、先延ばしにしている若者も相当数に上り、この数を
加えると世界の若者の失業率は 13.6％になるだろうと推定している。そして、こういった
非労働力化している若者がやがて労働市場に加わることによって雇用情勢が今後さらに圧
迫される見込みを記しているのである。 
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 また、5月14～16日の日程で中国・上海市で開かれた国連教育科学文化機関（United Nations 
Educational, Scientific and Cultural Organization）の第３回技術職業教育・訓練（Technical 
Vocational Education and Training）国際会議で演説したＩＬＯのホセ・マヌエル・サラサール
＝シリナチス雇用総局長は、現下の若者の雇用危機に取り組む鍵として、教育訓練、起業
家精神の促進、雇用サービスの強化の適正な組み合わせ、の３つのステップで若者の失業
を抑制することを提案している。総局長は、世界全体で7,500万人と推計される若年失業者
を支援する取り組みを成功させる第１の要素として、座学と職場訓練を組み合わせる必要
性を指摘し、若者の失業率が低いドイツ、オーストリア、スイス、デンマークなどの欧州
諸国で見られる技術職業教育・訓練機関における理論研修と企業内実務研修を組み合わせ
たプログラムの例を紹介している。そして、雇用創出を成功させる第２の要素としては技
術・職業訓練への起業家精神の組み込みを挙げ、学生が自分で起業することを想像する手
助けをすることによって技術訓練の魅力が高まる可能性を示した。さらに、第３の要素で
ある雇用サービスは仕事への移行をより円滑化するとして、優良な雇用サービスの利用に
よって、とりわけ雇用サービスが技術職業教育・訓練機関及び使用者と直接協働している
場合、求職期間が短縮する結果が示されていることを紹介しているのである。また、現在
の傾向を抑えるためには、官民パートナーシップに加え、政府省庁間の調整が必要不可欠
であること、さらに、技能開発は国や労働者が危機の影響を克服する助けになるだけでな
く、人口動態上の変化や技術変革、技能ミスマッチの問題、才能を求めての世界的な競争
における変化などといった、世界中の労働市場に影響を与えている長期的な動向に対する
準備態勢の構築にもつながる事実を強調した上で、成長・開発戦略を成功させるには、人
材開発を確固とした基盤とすべきことを訴えているiii。 
報告書を作成したILO雇用総局長は「若者の失業危機は打開できる」としながらも、「そ
れが可能なのは若者の雇用創出が政策策定の主要優先事項とされ、民間投資が相当に好転
した場合に限る」とし、そのために必要な措置として「若者を採用する企業に対する租税
その他の奨励措置の提供、若者の技能ミスマッチを削減する取り組み、技能訓練と先輩に
よる指導、資本アクセスを組み合わせた起業家精神プログラム、若者向けの社会的保護の
改善」などを提案している。地域別では、東南アジア・太平洋では2011年に13.5％（2008年
比0.7ポイント減）で、おそらく経済が最も力強いと見られる東アジアでさえ、若者の失業
率はより年長の人々の2.8倍に達していると報告している。さらに、報告書では、１）世界
的に、そして先進国を除くほとんどの地域で、危機の影響は男性よりも女性の失業率に強
く表れており、北アフリカで格差は特に顕著であること、２）若者の多くが生産性の低い
臨時的な仕事など、より良い雇用に結びつかない仕事に捕らえられており、先進国では臨
時職やパートタイム職に就く若者が増えているのに対し、途上国では多くがインフォーマ
ルな家族ビジネスや農家を手伝う無給の仕事に従事していること、３）先進国を中心に、
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就業も就学もしていないニートの若者の急増が深刻な懸念材料になっており、若者のニー
ト率は経済協力開発機構（Organization for Economic Co-operation and Development）加盟国の
平均で12.8％、日本は9.7％であると見いだし、主な事項としてこの３項目挙げているので
ある。アメリカのオバマ大統領は大統領指名受諾演説ivにおいて、２期目の政策課題を明ら
かにし、そのうち輸出を倍増し、今後４年間の2016年末までに製造業で100万人、天然ガス
関連だけで60万人の新規雇用の創出を支援するとし、戦争に使わなくなった資金を債務削
減に充て、雇用創出や公共投資に振り分けると決意表明をした。このようにグロ−バル規模
での経済危機は、日本だけでなく世界的になかでも若者の雇用状況を悪化させており、各
国での若者の雇用の問題は喫緊の課題となっているのである。ILO雇用総局長の報告書で指
摘している中で、世界の若者の雇用状況と同様に、日本における若者の雇用状況は厳しく、
大学卒であっても２）の若者の多くが生産性の低い臨時職やパートタイム職、フリーター
職などに就く傾向が顕著であり、また、ニートも増えていることも事実であるv。 
 
図表１ 主要国の若年者の就職環境  
国 
失業率（％） 
全年齢計 15〜24歳
新卒一括
採用慣行
就職活動の特徴 
日本 5.3 9.1 あり 就職希望者の９割以上（30万人以上）就職 
３年以内既卒者の新卒扱い企業努力義務 
フランス 9.1 22.8 なし 大学修了者は民間企業への就職は相対的に
不利（就職先は教職、公務員中心） 
ドイツ 7.8 11.0 なし 中等教育卒業後、企業で見習い就労を行い
ながら、職業学校に通学する「デュアルシ
ステム制度」が存在 
韓国 3.8 9.8 あり 新入社員募集時の年齢差別禁止、非正規が
非常に多く、正規雇用は日本よりも困難 
アメリカ 9,4 17.6 なし 多くの大学でインターンシップの経験が単
位となり、殆どの学生が参加 
イギリス 7.8 18.9 なし 大学在学中、就職活動をしないものが大半 
卒業後にボランティア活動等の社会経験 
『若年者雇用の現状・対策についてvi』 厚生労働省 P4から作成 
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日本企業の雇用の現状  
 日本における若者の雇用状況が厳しいことは分かったが、その原因の１つを内閣府が毎
年末に日本経済の現状と課題をまとめた報告書『日本経済』からみてみよう。2012年12月
21日に公表された『日本経済2011-2012』では、第１章に東日本大震災と海外情勢により急
変動した日本経済として景気の現状を、第２章では震災からの復興として被災地の状況を、
第３章では金融市場の国際連動性と財政リスクの顕在化として、リーマンショック後の国
際金融市場の連動性を分析している。 
 原因の１つとして挙げられるのは、2008 年９月、リーマンブラザースの経営破綻から始
まったグローバル規模での金融危機は、４年経った今でも日本の経済に多大な影響を及ぼ
していることである。それを戦後の日本経済を引っ張ってきた電機業界からその現状をみ
てみると、大学生の就職活動が困難を極めていることも理解出来る。大手電機メーカーを
みてみると、電機大手８社のうち、NEC を除く７社が 2013 年３月期の売上高の見通しを下
方修正している。2012 年４〜９月期中間決算と 2013 年通期業績予想で黒字を計上している
のは、三菱電機、日立製作所、東芝、NEC の４社だけである。シャープは 2012 年４〜９月
期中間決算で 3875 億円の赤字を計上し、2013 年通期業績予想としては 2500 億円から 4500
億円の赤字を計上した。驚くべきはパナソニックで、2012 年４〜９月期中間決算では 6851
億円の赤字を計上し、通期では 500 億円の黒字計上をしたものの、通期予想では 7650 億円
の赤字を計上修正している。中でも、シャープ、パナソニックともに、深刻な本業不振で
将来の収益見通しが立たないことが赤字の原因だと言われており、シャープ、パナソニッ
クに限らず、長引く円高や中国や韓国などの新興国との厳しい競争にさらされている電機
業界は、各社の収益悪化が深刻化しているのだ。理由としては、日本人の消費者の多くは
例え価格が高くても品質が良い日本製の製品を購入していたのだが、デフレ経済のもと、
今では、海外からの廉価な電気製品が沢山買われる様になり、どの国のメーカーであろう
とも価格が安いものが売れる時代になったと大手量販店のコメントからも分かる様に、日
本国内でさえ国内メーカーのものを買うとは限らないという消費者マインドの変化及び
2011 年７月に完全移行された地上デジタル放送への対応によるテレビなどの家電品の売り
上げが急激にしぼんでしまったことも業績不振に影響していると思われる。 
 大手電機メーカーの雇用状況はというと、2012 年１月 26 日付け日本経済新聞によると、
NECは業績不振に伴い、グループ従業員 11万人強の約４％に当たる５千人を削減するとし、
その内訳は、国内で 2000 人、海外で 3000 人と発表し、協力会社など外部に委託していた
業務も 5000 人分を打ち切るとしている。携帯電話端末事業などが不振なため、合計１万人
分のコスト、つまり人件費を削減し収益回復を目指すためだといっている。2012 年４月 28
日付け日本経済新聞では、ソニーも国内外の従業員を年内に 1 万人規模で削減すると発表
した。１万人は ソニーグループ全体の約６％に当る人数で、主力のテレビ事業の不振で
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2012 年３月期まで４期連続の最終赤字が続いているためなのだが、2012 年９月期はソニー
が 401 億円の赤字で中間期として２年連続の赤字を計上している。また、同じくパナソニ
ックは 2012 年度末までに連結ベースの従業員約 38 万人のうち、１割に当たる４万人規模
の人員を海外中心に削減すると発表した。理由は価格競争の激化や新興国市場の開拓など、
世界規模で一段と競争が激しさを増す電機業界で勝ち残りを目指すためだとしている。 
 このような状況のもと内閣府が発表した『日本経済 2011-2012 —震災からの復興と対外面
のリスク—vii』から製造業の雇用保蔵率をみてみよう。雇用保蔵率とは、企業部門の稼働率
から考えられる最適な雇用者数と実際の雇用者数を比較した差を言うのだが、言い換えれ
ば、企業内失業者、社内失業者と言える。報告書によれば、2011 年９月の雇用保蔵者数は
465 万人で、全雇用者の 8.5％であると推計し、１年前よりも 50 万人も増加しているとし、
特に製造業の雇用保蔵率の平均は 8.8％であると推測している。中でも 2011 年９月の製造業
の企業内失業者は、最大 170 万人で、雇用者に占める割合は 17.2%にも上るのである。  
 報告書では、被災地の厳しい状況は別とすると、全国の雇用情勢は、震災前から始まっ
ていた緩やかな回復過程にあり、有効求人倍率は改善基調を維持しているとしている。2011
年 10 月の完全失業率は 4.5％、有効求人倍率 0.67 倍となっているのだが、ただし、企業部
門の稼働率から考えられる雇用保蔵者数は、リーマンショック後の 2009 年第 1 四半期(348
万人程度、雇用者の約 33%)に比べれば大幅に改善し、2011 年第 3 四半期は 172 万人程度で
雇用者の約 17%としているが、雇用保蔵率は、全産業の平均は 3.1%で、製造業の平均は 
8.8%であることからも製造業の企業内失業者数はかなり多いことがわかる。そして、雇用
保蔵率は減少傾向にあるものの高止まりしていると報告書viiiは述べている。 
 
     図表２ 雇用保蔵率【推計結果】 
 2011年９月の雇用保蔵者数 
ケース１ 全産業 465万人 
製造業 170万人 
ケース２ 全産業 364万人 
製造業 121万人 
      内閣府『日本経済 2011-2012』P10 から引用 
 
 日本の雇用を牽引してきたのは大手電機メーカーであると誰もが納得するところだろう。
バブル崩壊前迄は、日本の大手企業は人員整理をせずに出来る限り雇用を維持することを
特徴としてきた。事業の低迷で仕事がなくなってきても、他部署への移動や出向などで雇
用を維持し、不況を乗り切ってきた経緯があり、政府も助成金度などで企業を支えてきた
ことも事実である。しかし、報告書にあるように企業内失業者を多く抱えている電機メー
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カーに今は雇用を維持するどころか、余剰人員の整理に躍起になっており、就職氷河期を
勝ち抜いて正社員になった30代〜40代までもが対象になっているのが現状である。2012年
12月31日付け、朝日新聞朝刊の第１面と２面に、『配属先は「追い出し部屋」』という大手
電機メーカーの企業内失業者についての記事が掲載されていたことからもわかる。朝日新
聞が入手した内部資料によると、赤字にあえぐパナソニックは、2012年８月に「事業・人
材強化センター(BHC)」を設立、ソニーには「キャリアステーション」、NEC 小会社には「プ
ロジェクト支援センター」というように追い出し部屋に似た部署が大手企業で目立つよう
になったと述べ、仕事内容は他部署への応援と雑用で、仕事がない時には終業時間を待つ
しかすることがないと述べている。事例として、パナソニックの場合、会社が募集する希
望退職に応じるか、「事業・人材強化センター」への異動を受け入れるかと上司に告げられ
たり、企業によっては募集中の希望退職や提携する人材サービス会社の利用などをすすめ
られているのである。朝日生命保険相互会社でも2012年４月に「企業開拓チーム」を新設
し、仕事内容は自分で社外の出向先をみつけることだったと述べている。パナソニックは
「（会社を追い出すためだというのは）受け止め方の違いで、会社としては退職を強要する
ものではない」、NECは「各プロジェクトを支援する補佐役は重要」、朝日生命は「出向は
人材育成や取引先との関係強化に必須」であると企業側は説明し、退職に追い込む意図は
ないのだと述べている。しかし、内閣府の「日本経済」で示している様に、製造業の雇用
保蔵率は高止まりをしており、実態は社内の余剰人員を削減するためであることは明白で
あると言える。 
 企業がなぜ余剰人員の整理のために「追い出し部屋」のような手段を取るかと言うと、
日本には解雇権濫用法理ixがあるからである。最高裁が客観的に合理的な理由がなく、社会
的相当性の認められない解雇は権利の濫用として無効になると名言して以来、この解雇権
濫用法理は、企業側に経営不振に伴う人員整理についても厳しく規制されてきた経緯があ
るからである。１）人員整理の必要性、２）解雇回避努力、３）解雇手続き、４）非解雇
者選定の妥当性、のこの４要件を満たさない場合は、権利濫用として解雇無効になること
が定着しているからであり、現行では社員に自主的に退職勧奨をすることも退職強要とし
て違法になるからである。つまり、リーマンブラザースの経営破綻から始まったグローバ
ル規模での金融危機が、４年経った今でも日本の経済に多大な影響を及ぼしており、それ
を電機業界の雇用状況からその現状をみたように、企業が経営不振に喘いでいても、解雇
濫用法理に縛られている企業は余剰人員を容易に解雇することも出来ず、多数の社内失業
者・企業内失業者を抱えている現状がある。そして、この大手企業での「追い出し部屋」
の発覚の問題を、連合の古賀信明会長は産業別の労組への聞き取り調査を始めると延べ、
厚生労働省に非公式に監視を強化する様に要請したのである。厚生労働省は、「追い出し部
屋」の実態調査を始めパナソニック、シャープ、ソニー、NEC、朝日生命保険の５社を調
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べている。調査の結果、大企業にこうした部署の設置が広がっていることを明らかにした
のであるが、これは他の社への注意を促すねらいがあるとし、今後さらに調査を広げて、
民法の「不法行為」にあたる退職強要などがないか厳しく監視すると発表しているのであ
るx。 
 さらに、「高齢者等の雇用の安定等に関する法律xi」（高年齢者雇用安定法）の一部が改正
され、平成25年４月１日から施行されることもある。高年齢者雇用確保措置とは、定年を
65歳未満に定めている事業主は、その雇用する高年齢者の65歳までの安定した雇用を確保
するため、１）定年の引き上げ、２）継続雇用制度の導入、３）定年制の廃止、のいずれ
かの措置を講じなければならないとしているのだ。企業が抱える社内失業者や65歳迄の雇
用確保等が、企業の経営を圧迫し、これらのことも企業の採用活動と大学生の就職活動に
影響しているといえよう。 
 また、電機業界各社の収益悪化の深刻化や自動車産業、航空産業、旅行業などの経営が
深刻化している原因として、日中間の領土問題が影響していることが挙げられる。なぜな
ら、2007年から中国は日本最大の貿易相手国であり、日本家電の中国国内での販売は、全
体の4割以上を占めるまでになっているからである。しかし、2012年4月16日、アメリカの
ワシントンでの講演において、石原慎太郎前都知事が尖閣諸島の一部を購入したいと発言
し、東京都が東京都尖閣諸島寄付金を募集すると2012年９月13日現在で受け付け数約
102,000件、総額約14億7千3百万円が集まるxiiほどに国民の関心も高まった。最終的には日本
政府、野田内閣が魚釣島などの３島を20億５千万で購入したため、日本国への所有権移転
登記が完了したのだが、この尖閣諸島問題は日中関係の悪化による中国の反日デモを再発
させ、今でも日本の経済に多大な影響を及ぼしている。これにより、中国国内での日本製
品の不買運動を招き、電機産業を始めとして、自動車産業などの中国進出日系企業にも大
きく影響を与え、航空産業、旅行業にも影響を与えているのだ。 
 この反日デモなどの日中の関係悪化による影響をまず航空業界からみてみると、全日本
空輸や日本航空は日本〜中国路線の９月〜11月の団体客の予約キャンセルが52,000席を超
えている。団体客のキャンセル内訳は2012年９月21日時点で約37,000席（内訳：日本発が約
10,000席で中国発が約27,000席）、日本航空は2012年９月24日時点で15,500席（内訳：日本発
が約6,900席で中国発が約8,600席）xiiiに上っている。次いで多大な影響を受けたのはトヨタ
自動車、マツダ、日産自動車などの日系自動車で、不買運動による販売台数の落ち込みは
著しく、2012年９月26日付け日本経済新聞によると、トヨタ自動車など大手自動車メーカ
ーは中国での減産や休業を拡大するとし、日系大手３社の中国生産台総数は１日約10,000
台なのであるが、これが０になると利益影響額は50億前後に達するとの味方もあると記し
ているxiv。さらに、中国に進出している日系自動車メーカー６社の中国生産台数は１日平均
12,000台前後で、この生産停止や減産が長引けば、当然のことながら各部品メーカーの収益
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にも影響を与えているのである。記事によると、2013年３月期の予想純利益に占める中国
比率が最も高いのは日産自動車で25％、次いでトヨタが21％、ホンダが16％に達するとし
ており、３社の中国事業への出資比率は各社とも50％のため、３社の連結業績にその半分
が影響するとしている。 
 さらに今後の企業の雇用の現状を独立行政法人労働政策研究・研修機構が調査した『今
後の企業系と雇用のあり方に関する調査xv』結果—企業の人材活用は今後、どのように変わ
るか—からみてみよう。 
 調査結果によれば、１）過去３年間は、正社員が減少し非正社員が増加・横ばいとなっ
た企業が、非正社員も全体として増加基調にあるものの、形態別に大きく増加するのは定
年再雇用・嘱託とパートタイム労働者で、３年後の見通しとして、正社員が減少し非正社
員が増加するとし、正社員回帰の兆しが伺えること、２）2008年以降、雇用、賃金、労働
時間など何らかの調整策を実施した企業は約４割にのぼり、2007年以前の不況期に何らか
の調整策を実施した割合（約33％）を上回った。2008年以降、正社員の雇用面による調整
は減少し、労働時間や休業等での調整、非正社員の雇用面での調整が増加している。３）
2007年以前と比べて2008年以降実施しやすくなっているのは、「一時休業（帰休）」等で、
理由としては「雇用調整助成金の支給要件が緩和されたから」などが多いと分析している。  
 他方、最近の方が調整しにくくなっているのは、「希望退職募集・解雇」や「配置転換、
出向・転籍」などの雇用面や、非正社員の雇用面（「有期雇用・派遣社員の契約不更新」）
であり、人員の絞り込みで正社員の雇用調整は難しくなっていること、４）派遣、定年再
雇用を含め、何らかの形態で非正社員を活用する企業は９割を超えており、そのうち、非
正社員の８割以上を「１年以上常用」する企業は、２社に１社、非正社員を「３年以上常
用」する企業は、４社に１社にのぼるなど、非正社員が常用的に活用されていること、５）
正社員については「長期雇用を維持すべき」に「賛成（どちらかというとも含む）」の企業
が（約80％）、「正社員も柔軟に雇用調整しやすくすべき」に「賛成（どちらかというとも
含む）」の企業が（約15％）を大きく上回っている。また、非正社員についても、「出来る
限り長く雇用する方がメリットある」（約69％）が、「非正社員は人材の新陳代謝を促進す
る方がメリットある」（17％）を大きく上回り、正社員・非正社員とも長期雇用を維持すべ
きだとしていること、６）非正社員から正社員への転換制度・慣行がある企業は６割とな
っており、制度導入企業のうち、過去３年以内に導入した割合が３割で、常用的に活用す
る非正社員を正社員に登用するルートが整備されつつあること、という結果になったと報
告している。 
 この調査結果から、何らかの形態で非正社員を活用する企業は９割を超えており、４社
に１社が非正社員の８割以上を３年以上常用的に活用しているということからも、ILO雇用
総局長が指摘したように、日本企業の雇用においても、若者の多くが生産性の低い臨時的
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な仕事など、より良い雇用に結びつかない仕事に捕らえられており、先進国では臨時職や
パートタイム職に就く若者が増えていることや、そして、先進国を中心に、就業も就学も
していないニートの若者の急増し、若者のニート率はOECD加盟国の平均で12.8％、日本は
9.7％であるとしていることからも若者の雇用状況が厳しいことが分かる。つまり、企業は
正社員の雇用だけではもはや経営はなりたたず、調整弁としての非正社員の常用的雇用と
活用をおこなっているのであるが、それも若者に集中していることが分かる。 
 世界の若者の雇用状況を、ILOのホセ・マヌエル・サラサール＝シリチナス雇用総局長が
UNESCO国際会議での演説と雇用総局長が作成した報告書からみて来た。シリチナス雇用
総局長は若者の雇用危機に取り組む鍵として、教育訓練、起業家精神の促進、雇用サービ
スの強化の適正な組み合わせ、の３つのステップで若者の失業を抑制することを提案して
いることが分かったが、日本の若者の雇用状況を考える時、リーマンブラザースの経営破
綻から始まったグローバル規模での金融危機が、４年経った今でも日本の経済に多大な影
響を及ぼしていること。さらに、それを電機業界の雇用状況からその現状をみたように、
企業が経営不振に喘いでいても、解雇濫用用法理に縛られている企業は余剰人員を容易に
解雇することも出来ず、多数の社内失業者・企業内失業者を抱えていること、さらに、2012
年９月に始まった尖閣諸島問題は日中関係の悪化を引き起こし、中国国内での日本製品の
不買運動を招き、この電機産業を始めとして、自動車産業、航空産業、旅行業など中国進
出日系企業にも大きな影響を与え日本の経済に多大な影響を及ぼしていることなどが、企
業の採用活動と大学生の就職活動に影響しているといえよう。さらに、今後の企業経営と
雇用のあり方に関する調査によっても、非正社員を活用する企業は９割を超えており、非
正社員の８割以上を「１年以上常用」する企業は、２社に１社、非正社員を「３年以上常
用」する企業は、４社に１社にのぼるなど、非正社員が常用的に活用されていること、非
正社員も長期雇用すべきであると企業は考えていることなどからも、企業経営と雇用のあ
り方が終身雇用制を中心としていた頃とは、大きく様変わりしており、企業の採用活動に
もそれが影響しているといえよう。 
 
若者の雇用の現状  
 厚生労働省が発表した『若年者雇用の現状・対策についてxvi』から新規大学卒業者の就職
状況をみてみると、新規大卒者の就職内定率（４月１日現在）で平成 24年が93.6％で、平
成24年度だけでも学卒新卒者で就職希望者のうち、内定が得られていないものは4.3万人近
くおり、大学卒業後に正社員になれない者（一時的な仕事に就いた者）が大幅に増加して
おり、初職における正規比率は低下傾向にあると分析している。今や大学に進学したから
といって学生本人が希望する就職先への内定をとることは難しく、ましてや、親が希望す
る大企業、有名企業に就職することなど至難な状況といえる。なぜなら、リ−マンショック
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以降、世界的に経済が悪化し、消費の落ち込みにより日本企業もその影響を受け、日本経
済の景気後退に繋がっているため、この景気の落ち込みが企業の雇用状況や採用状況にも
影響を与え、厳選採用を続けているからである。前章でみたように、若者の多くが生産性
の低い臨時的な仕事など、より良い雇用に結びつかない仕事に捕らえられており、先進国
では臨時職やパートタイム職に就く若者が増えていることや、先進国を中心に、就業も就
学もしていない若者のニート率はOECD加盟国の平均で12.8％、日本は9.7％であると指摘し
ているのであるが、ここでは厚生労働省の若者雇用関連データxviiからフリーター数の推移、
及びフリーターから正社員への転職状況をみてみよう。 
 フリーターとは、15歳から34際の男性または未婚の女性（学生を除く）で、パート・ア
ルバイトをして働く者、または希望するもののことをいうのだが、データによれば、フリ
ーター数は、平成15年に217万人に達して以降、５年連続して減少していたものの、その後
２年連続して増加を続け、平成22年は183万人、平成23年には176万人で、その内訳は15〜
24歳では83万人、25〜34歳では93万人となっている。15〜24歳のフリーター数は、平成15
年には119万人となり、平成20年からは90万人以下となっている。フリーターをやりたい職
業が見つかる迄の「モラトリアム型」、正規雇用を志向しながらそれが得られない「やむを
得ず型」、明確な目標を持った上で生活の糧を得るための「夢追い型」に分類されているも
のの、現実は、正規雇用を志向しながらそれが得られない「やむを得ず型」が増加してい
ることが問題として挙げられる。 
 20〜29歳がフリーターとして働いた後に正社員への転職状況を若者雇用関連データから
みてみると、フリーター期間が半年以内の場合で、男性は約７割、女性で約６割が正社員
へと移行していることからも、正規雇用を志向しながらそれが得られない「やむを得ず型」
としてのフリーターであるといえるだろう。データでは、フリーター期間が長いと正社員
になることが難しいとも述べている。さらに、賃金面では、現行の日本の雇用慣行におい
ては、正社員であれば年齢が上がれば、収入も増加するのに対して、フリーターで働く場
合は、賃金の上昇が殆ど見られないこともあって、正社員と正社員以外の雇用形態の賃金
格差は、年齢が高くなるに連れて拡大するとし、45〜54歳では正社員の半分以下になって
いるのである。つまり、「やむを得ず型」であってもフリーターとして働くことは、生産性
の低い臨時的な仕事や誰でも代替のきく仕事に従事することになり、賃金面と職業能力開
発という両面において、多大な犠牲を払うことになることが分かる。 
 厚生労働省は、新卒一括採用は日本独特の就職慣行とし、新卒採用の一括採用について
のメリット・デメリットを挙げており、極端な新卒一括採用は、就職環境が厳しかったた
め新卒時に就職出来なかった世代をフリーター等に固定化してしまう可能性があると述べ
ているのであるが、毎年度変動はあるものの、大学生だけで毎年度30万人以上が安定的に
就職（悪くても就職希望者の９割以上が就職）していること、また、多くの企業が、企業
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内教育が効率的に可能であり、安定した年齢構成の維持が可能であるため、合理性がある
と判断して実施しているとして経済界や労働組合の多くがこの慣行を評価しており、卒業
後の失業を防ぐ効果もあり新卒一括採用の廃止については非現実的だといっているxviii。    
 このことから、大学等の卒業者が卒業後少なくとも３年間は新規卒業者枠で応募出来る
ものとして、既卒者の応募を受け付けている企業が約半分あるとはいうものの、多くの企
業が新卒一括採用の慣行をこれからも変えない限り、学生から社会への移行が上手くいか
なかった場合は、正社員になれない若者を増加させることになるといえる。 
 
３．大学生数の増大と就職状況 
 
 前章では世界の若者の雇用状況、日本企業の雇用の現状、さらに若者の雇用の現状につ
いて整理してきた。日本だけでなく世界的に若者の雇用状況は厳しいと言えるが、ここで
は私立大学に焦点をあて、大学生の進学率・進学状況、入学志願動向、入試方法から大学
生の就職問題との関連について考察する。大学生の就職問題が取り上げられる様になった
のは、大学を卒業してもその半数近くが希望する正規雇用に就けないことが問題となって
いるからである。大学生の就職問題については、近年様々な論点があり、児美川は大学生
の就職活動の問題点として、就職難、就職活動の早期化と長期化の問題、就職活動の長期
化により学生が疲弊し、精神的に追い込まれている問題、就職活動には多大な負担がかか
るという経済的な問題、企業の採用基準が不透明であるという問題、採用における新卒主
義の根強さの問題の６つを挙げているxix。しかし、大学生の就職活動の問題点を、行政、企
業、大学、学生のそれぞれの立場から論ずる時、毎年度変動はあるものの、新卒一括採用
によって大学生だけで毎年度 30 万人以上が安定的に就職しているという事実から、企業の
採用方法だけに問題があるとはいえないだろう。 
 ここでは学生の就職問題を大学生数の増大との関連でみてみよう。大学の進学率が 50%
を超えたのは平成 22 年度春の入学からであるが、文部科学省が公表した平成 24 年度学校
基本調査(速報値)によると、今春の新規高卒者と浪人生を合わせた四年制大学への進学率は
50.8％となり、過去最高だった平成 23 年度より 0.2 ポイント低下し、短大も含めると 56.2％
で 0.5 ポイント低下した。大学の在学者は、287 万 6 千人で、前年度より 1 万 8 千人減少し
ている。大学・短大への進学率については、長期的に見て上昇傾向にあったものが、平成
22 年度をピークに、ここ 2 年は微減し、専門学校への進学率は、3 年連続で上昇している
結果となっている。2012 年度の学校基本調査速報から分かることは、高校卒業者の２人に
１人が大学に進学する実質的な「大学全入時代」を迎えているということであり、大学は
ユニバーサル化時代を迎え、事実上誰でも希望すれば大学に入れる時代とも言われて久し
いのである。 
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図表３ 18 歳人口及び私立大学入学者数 
 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 
18 歳人口 124 万人 121 万人 122 万人 120 万人 119 万人 
私立大学入学者数 478,000 人 479,156 人 489,030 人 481,959 人 474,892 人 
(出典)文部科学省「学校基本調査報告書xx」等に基づき 18 歳人口を引用し、日本私立学校振興・
共済事業団が毎年行っている『私立大学・短期大学等入学志願動向xxi』から私立大学入学者数を
引用 
 
 他方、少子化による 18 歳人口の減少と大学進学率の頭打ち傾向などにより、大学志願者
の総数は年々減少している。金子は大学のユニバーサル化は、大学進学への学力上の制限
が実質的に無くなることを意味し、同時に大学全入は、大学教育がこれまでその機能とし
ていた学力や学習意欲の水準を必ずしも保証されていないことを意味するxxiiと指摘してい
るのである。大学では授業が成り立たない、企業からは大学４年間で大学生として身につ
けるべく学力がついているか採用サイドから疑問視する声もあり、大学を出たからといっ
て必ず就職出来る等という保証はもはや無い時代になったともいえる。それは、前述の学
校基本調査のデータからも分かる。就職率については、平成 22 年度に急激に低下したが、
高卒、大卒、大学院卒いずれも 2 年連続上昇し、大卒就職率 は、63.9%(前年度より 2.3 ポ
イント上昇)であった。ただし、大学卒業者の「就職者」357,285 人のうち、正規の職員・従
業員、自営業主は、335,295 人（60.0％）、「正規の職員等でない者」は 21,990 人で、卒業者
に占める割合は 3.9％であった。また「一時的な仕事に就いた者」は、19,596 人（3.5％）、
「進学も就職もしていない者」は 86,638 人（15.5％）、「正規の職員でない者」と「一時的
な仕事に就いた者」と「進学も就職もしていない者」を合算すると、128,224 人となり、安
定的な雇用に就いていない者の卒業者に占める割合は、22.9%となっているのである。さら
に進学も就職もしていない者で就職準備中の者は、49,441 人（8,8%）もいる。 
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図表４ 「就職者」の「正規の職員等」・「正規の職員等でない者」、「一時的 
      な仕事に就いた者」、「進学も就職もしていない者」の関係   
 
平成 24 年度学校基本調査（速報値）から引用 P９ 
 
図表５ 「進学も就職もしていない者」の内訳          （人、％） 
区分 計 進学準備中 就職準備中 その他 
計 
男 
女 
86,638
51,049
35,589
3,613 (4.2)
2,028  (4.0)
1,585  (4.5)
49,441 (57.1)
30,670  (60.1)
18,771  (52.7)
33,584  (38.8) 
18,451  (35.9) 
15,233  (42.8) 
平成 24 年度学校基本調査（速報値）から引用 P９ 
 
私立大学の入学志願動向と入学定員充足率 
 次いで大学の入学志願動向と入学定員充足率についてみてみよう。前述したように、高
校卒業者の２人に１人が大学に進学する実質的な「大学全入時代」にあっては、大学はユ
ニバーサル化時代を迎え、事実上誰でも希望すれば大学に入れる時代ともいえる。他方、
18 歳人口は減少し続けているのだが、4 年制大学の定員増加は続いているのである。田中
真紀子文部科学大臣が、平成 24 年 11 月２日、2013 年度に向けて開学予定の３大学に対し
て新設の不認可を表明し大波紋をよんだ。なぜなら、諮問機関は既に設置を認める答申を
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していたからだ。田中大臣が不認可とした理由は、大学の乱立を止めて質を確保し、時代
の要請に合った卒業生を生み出すためにかじを切らなければならないと、衆院文部科学委
員会で田中文部科学大臣は答えているxxiii。文部科学省の学校基本調査によると、大学数が
増えた理由としては、1991 年、大学の多様化を促進するために大学設置基準の緩和が進め
られたからである。全国の私立大学数は 1990 年の 372 校から 2012 年には 605 校になり約
22 年間で約 1.62 倍に増えている。2003 年度の審査から大学設置の「抑制方針」を撤廃した
ことが影響し、中でも短大卒の就職環境の悪化により定員割れを起こす様になった短大が
1995 年あたりから、4 年制大学へと移行目指す様になったことも 4 年制大学が増えた要因
として考えられる。18 歳人口は減り続けているが、大学は増えているのである。この大学
数の増加は、一方で少子化と競争激化による定員割れの大学を増やしているのである。そ
して、4 年制大学への進学率は（浪人生を含む）1991 年度は 25.5%だったものが、2012 年
度には 50.8%になっている。 
 しかし、経済協力開発機構（OECD）の加盟諸国の中では、日本の進学率はまだ低いこと
を示しているxxivのであるが、ここで日本私立学校振興・共済事業団が行った『学校法人基
礎調査』に基づいて、志願者数、入学者数等を集計し、入学定員充足率をまとめた報告書
『平成 24（2014）年度私立大学・短期大学等入学志願動向xxv』から大学の充足率をみてみ
よう。報告書によれば、平成 24 年度は 18 歳人口が前年に比べて約１万１千人減少し、大
学・短期大学への志願者数は平成 23 年度にと比較して、１万８千人減少し、入学者数も１
万１千人減少しており、平成 25 年度も引き続き厳しい状況にあると報告している。大学の
志願者等の増減状況だけをみてみると、前年と比べて入学定員と合格者数は増加している
が、志願者数や受験者数は減少し、入学者数は 7,067 人減少していると報告している。また、
入学定員充足率が 100％未満の大学は 41 校増加して 264 校となり、大学全体に占める未充
足校の割合は 45.8％にもなっているのである。報告書では、志願者数や入学者数、入学定
員充足率の動向は学校法人の経営を考える重要な要素の１つであると延べているのである
が、実態は高校生の２人に１人が大学に進学するが、私立大学の約２校に１校が定員未充
足校となっていることがわかる。 
 
   図表６ 私立大学の志願者等の増減状況 
 平成 24 年度 平成 23 年度 増 減 
集計学校数 577 校 572 校 ５校 
入学定員 455,790 人 452,997 人 2,793 人（0.6％） 
志願者数 3,198,325 人 3,210,052 人     △11,727人（△0.4％） 
受験者数 3,074,755 人 3,091,333 人     △16,578人（△0.5％） 
合格者数 1,117,800 人 1,079,546 人  38,254 人 
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入学者数 474,892 人 481,959 人     △7,067 人（△0.4％） 
志願倍率 7,02 倍 7,09 倍     △0.07 ポイント 
合格率 36.35％ 34.92％    1.43 ポイント 
歩留率 42.48％ 44.64％     △2.16 ポイント 
入学定員充足率 104.19％ 106.39％     △2.20 ポイント 
    『平成 24 年度私立大学・短期大学等入学志願動向』 P2 より作成 
 
 さらに、過去５年にさかのぼって私立入学定員充足率と私立大学定員充足率を大学規模
別でみてみよう。１校当たりの入学定員が 800 人以上になると過去５年間続けて入学定員
充足率が 100％を超えていることが分かるxxvi。大学の入学定員は毎年の様に増えているのだ
が、その半数近くが定員割れを起こしており、大学間同士の学生獲得の競争は激化する一
方で、18 歳人口は減り続けると言う逆現象が起きていることが、希望すれば誰もが大学に
進学できるという状況を引き起こし、学生たちの質の低下に繋がっている状況がある。 
 
 図表７ 過去５年間における入学定員充足率の推移（大学）   （単位：学校数） 
入学定員充足率の区分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 
100%以上の学校数 299 305 351 349 313 
50%以 100%未満の学校数 237 234 204 207 246 
505%未満の学校数 29 31 13 16 18 
（100%未満の割合） 47.1% 46.5% 38.1% 39.6% 45.8% 
合計 565 570 569 572 577 
  『平成 24（2012）年度 私立大学・短期大学等入学志願動向』P25 から抜粋作成 
 
図表８ 過去５年間における規模別の学校数、志願倍率、入学定員充足 
      100 人未満 
年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度
学校数 22 25 29 28 29
志願倍率 2.88 2.51 2.60 2.98 2.50
充足率 89.59 87.94 98.10 102.06 91.12
 
       400 人以上 500 人未満 
年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度
学校数 51 53 56 52 50
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志願倍率 2.90 2.72 2.78 3.15 2.94
充足率 97.14 96.54 95.92 96.93 93.80
 
             800 人以上 1000 人未満 
年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度
学校数 34 32 32 33 32
志願倍率 4.97 5.03 5.00 5.01 5.11
充足率 110.32 109.59 109.46 104.67 101.71
 
             1500 人以上 3000 人未満 
年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度
学校数 42 42 44 44 45
志願倍率 7.43 7.61 8.00 8.05 8.07
充足率 115.50 114.89 114.86 112.77 110.55
 『平成 24（2012）年度 私立大学・短期大学等入学志願動向』 
        P6~7 から抜粋作成 
 
私立大学の入試方法 
 大学の多様化を促進するために大学設置基準の緩和が進められ、平成 24 年度に入学者数
が入学定員を下回った「定員割れ」校は、私立大学全体の 45.8%に上っていることが分かっ
たが、多様化する入試方法も学生の質の低下を引き起こしているxxviiともいわれている。私
立大学入学者の約半数は、推薦入試や AO 入試など実質的に学科試験なしで入学しており、
大学教育の質の低下の原因になっているともいわれている。高校生の２人に１人が大学に
進学しているものの、過去５年間の私立大学合格者数に対する推薦入学者数をみてみると、
46％を超えており入学者の２人に１人が推薦入試で大学に入学していることが分かる。つ
まり、平成４年度の 18 歳人口は 205 万人であったものが、平成 24 年度には 119 万人に減少
し、平成４年度から平成 24 年度までの 20 年の間に、18 歳人口は半減する一方で、私立大
学数は 1.5 倍になり、入学定員は 1,28 倍、推薦入学者数は 31.34%から 46.00％にまで上昇
しているのだが、推薦入試に限っていえば、平成 15 年を境に推薦入試による入学者数が増
えており、過去 10 年の間に推薦入試による入学は増え続けているのが私立大学の入学状況
なのである。 
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図表９ 平成年度からの推薦入試割合の推移（大学） 
年度 集計学校数（校） 入学定員（人） 入学者数（人） 推薦者数（人） 推薦割合(%) 
元年度    358 293,917 366,668 109,395 29.83 
４年度 379 355,683 418,616 131,184 31.34 
５年度 385 358,508 427,782 150,931 35,28 
14 年度 508 423,867 482,705 187,596 38.86 
15 年度 521 423,712 476,614 188,607 39.57 
24 年度 577 455,790 474,892 218,433 46.00 
『平成 24（2012）年度 私立大学・短期大学等入学志願動向』P25 から抜粋作成 
 
図表 10 過去５年間における推薦入試の割合（大学） 
年度 集計学校数（校） 入学定員（人） 入学者数（人） 推薦者数（人） 推薦割合(%) 
20 年度    565 448,345 478,000 221,062 46.25 
21 年度 570 449,819 479,156 221,188 46.16 
22 年度 569 450,816 489,030 226,247 46.26 
23 年度 572 452,997 481,959 224,607 46.60 
24 年度 577 455,790 474,892 218,433 46.00 
『平成 24（2012）年度 私立大学・短期大学等入学志願動向』P25 から抜粋作成 
 
４．おわりに 
 
 大学生の雇用の状況を、失われた 20 年といわれている経済状況の中で、世界の若者の雇
用状況と日本企業の雇用状況からみてきた。わかったことは、ILO 雇用総局長の報告書で指
摘しているように、世界の若者の雇用状況と同様に、日本における若者の雇用状況は厳し
く、大学卒であっても若者の多くが生産性の低い臨時職やパートタイム職、フリーター職
などに就く傾向が顕著であり、また、ニートも増えていることである。さらに、日本企業
が抱える社内失業者や 65 歳迄の雇用確保等が企業の経営を圧迫していることや、正社員の
雇用だけではもはや経営は成り立たず、調整弁としての非正社員の常用的雇用と活用が若
者に集中していること、日中間の領土問題なども企業経営活動に影響し、企業の採用活動
と大学生の就職活動にも影響しているといえよう。また、大学生の就職問題が様々な論点
で議論がなされているものの、４年制私立大学にあっては、実態は高校生の２人に１人が
大学に進学するが、私立大学の約２校に１校が定員未充足校となっていること、さらに、
私立大学入学者の約半数は、推薦入試や AO 入試など実質的に学科試験なしで入学しており、
このことが大学教育の質の低下の原因になっているといわれている。つまり、大学生の雇
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用問題を考える時、学生数の増大による、入学試験の多様化が質の低下をうんでいること
や、さらに企業自身が抱える経営事情が関連しているといえよう。しかしながら、大学は
学生を受け入れた以上、学生それぞれが希望する卒業後の進路へと指導する責任があるだ
ろう。 
 他方、例え就職したとしても３年で３割が退職してしまう時代でもある。理由は学生時
代に思い描いていたやりたいことと企業で現実的に担当する仕事とのミスマッチが原因で
あるといわれている。今後の研究課題としては、まだ始まったばかりであるが、学生と企
業との職業観のギャップを埋める仕組みであり、アルバイトとインターンシップとの利点
を複合した制度で、実際に会社で働きながら給与をもらい、責任ある業務に触れることに
よって自分の力を測り、実社会や働くことをより深く知る機会を提供する制度である「ワ
ークプレイスメント（WP）」等が考えられるが、今後の研究課題としたい。 
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